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　2016 年公開の映画『この世界の片隅に』は，
太平洋戦争のさなかの家庭や地域においても戦
時なりの日常があったことを改めて教えてくれ
た作品であった。この社会的にも関心が高まっ
ている戦時の日常，なかでも人々の労働と生活
のあり方を，経済史，政治史，法制史，女性史
といった異なる専門分野の研究者が結集して分
析した。その最新の成果が本書ということにな
るだろう。まず章立てを確認しておく。
　序章　戦時期の労働と生活をめぐって（榎一
江）
第一部　変容する国際環境と戦時日本
　第一章　戦前期日本における「防共」概念の
社会的意義と後景思潮（立本紘之）
　第二章　産業報国運動は手段か目的か―鮎
澤巌の視点から（松田忍）
　第三章　産業報国会とドイツ労働戦線（DAF）
―形成過程の比較と日本におけるDAF
に対する認識（枡田大知彦）
第二部　変容する社会と戦時政策
　第四章　戦時「人口政策」の水脈（金子良事）
　第五章　戦時期の労働科学（榎一江）
　第六章　戦時期の医師会関係議員と厚生行政
―加藤鐐五郎を事例として（手塚雄太）
　第七章　戦時期における女性労働政策の展開
―総動員体制下の健康と賃金に焦点をあ
てて（堀川祐里）
第三部　変容する社会と戦時生活
　第八章　戦時期の生活と「遵法運動」（出口
雄一）
　第九章　昭和戦時期日本の国家財政と家計
―貯蓄奨励の論理と構造（米山忠寛）
　第十章　パーマネント報国と木炭パーマ―
なぜ戦時中にパーマネントは広がり続けた
のか（飯田未希）
　終章　勤労イデオロギーに包摂される労働と
生活（松田忍）
　序章によれば，本書が企画された契機は，法
政大学大原社会問題研究所所蔵の産業報国会関
係資料と労働科学研究所旧蔵資料を活用した研
究プロジェクトにあった。周知のように，産業
報国会は 1938 年以降に労資一体を標榜して会
社単位で組織された団体である。中央組織とし
ての大日本産業報国会の結成は 1940 年のこと
であった。一方の労働科学研究所は，1921 年
設立の倉敷労働科学研究所をルーツとする。所
長は大原社会問題研究所の研究員であった暉峻
義等が務めた。のちに日本学術振興会への寄
託，東京への移転に伴う名称変更を経て，1941
年に大日本産業報国会の下部組織となった。
　産業報国会に関しては，佐口和郎『日本にお
ける産業民主主義の前提―労使懇談制度から
産業報国会へ』（東京大学出版会，1991 年）が
代表的な研究である。同書では，産業報国政策
のなかに「勤労」イデオロギー，すなわち国民
は労働者・経営者ともに国家に奉仕する勤労者
として平等であり，真の国民たりうるという理
念が析出された。このイデオロギーのもとでの
労働と生活のあり方を内在的に理解するための
素材といった位置づけが，産業報国会関係資料
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と労働科学研究所旧蔵資料に与えられる。
　その整理・研究の成果として，本書は 3部構
成を採る。各部の表題からうかがえるように本
書では，戦時という時代状況が所与の前提とは
されず，国際環境における日本の位置を押さえ
たうえで，個々の政策・生活をめぐる問題に進
んでいく。また，共通の修飾語が各部の表題に
掛かっていることには，戦争によってもたらさ
れた変化が本書全体の重要な視角となっている
ことが読み取れる。
　国際環境に目を向ける第一部は 3 章から成
る。第一章では，コミンテルンへの対抗思潮と
しての「名実一致希求意識」が，日独伊三国同
盟条約前文の「万邦ヲシテ各其ノ所ヲ得シム
ル」という文言につながったとする。「所を得
る」とは，自らの「役」に精励して「名」（理
想の社会）に「実」（現実の社会）を近づける
といった意味である。本来，「名」は明治への
回帰であり，「実」は第一次世界大戦後の不景
気・世情不安であった。この言葉を，条約交渉
の過程でどのように日本が説明し，ドイツ・イ
タリアは理解していたのか，日本の社会思潮と
国際環境の応答についても考えさせられる。
　第二章は，戦時の労働政策のなかに戦争を利
用して民衆に勤労意欲を醸成しようとした側面
を見出す。そして，その意味において産業報国
運動は戦争遂行の手段ではなく目的ともなりえ
たのではないかという仮説を打ち出す。この仮
説を論証するには，産業報国運動の指導者たち
の言説を分析するのが王道だろう。しかし，こ
こでは産業報国運動から遠いところにいた鮎澤
巌が取り上げられる。国際労働機関の東京支局
長であった鮎澤は，日本の労働環境の特殊性に
対して欧米の理解を求めていた。その鮎澤でさ
え，ヴェルサイユ体制と国際連盟の失敗を受け
て産業報国運動への論評を控えたとみられるこ
とに，運動が戦争の目的に転化したと推測する
根拠が求められる。
　第三章は，森戸辰男らによる産業報国会と
DAFの比較をとおして同会の性格を捉えなお
す。大原社会問題研究所の研究員であった森戸
は，産業報国会が労働者の地位を向上すること
に期待していた。しかし，日本にはナチス党の
ような強力な党が見当たらず，党と表裏一体の
DAFのような組織の形成は望めない。そのた
め，国家が主導して産業報国運動を徹底するよ
う主張していた。森戸の認識においては，「党」
と「国家」がさしあたり区別されている。この
ことは，森戸や産業報国会の指導者たちが近衛
新党運動の展開や大政翼賛会の結成，大日本産
業報国会の翼賛会編入といった問題にどのよう
に向き合っていたのかといったことにも関連す
るだろう。
　政策を扱う第二部は 4章から成る。第四章で
は，人口政策確立要綱について，従来重視され
てきた優生思想ではなく，国土計画の側面に注
目する。実際の作業としては，要綱の来歴が各
種委員会の人脈，異なる系譜の錯綜から詳らか
にされる。これに関連して，革新官僚として知
られる美濃部洋次の旧蔵文書のなかには，勤労
新体制確立要綱と人口政策確立要綱を合わせて
綴った「勤労新体制（人口政策）」という名称
のファイルがある（東京大学附属図書館編『国
策研究会文書目録』雄松堂出版，1991 年）。「勤
労」イデオロギーが国家によって提示された勤
労新体制確立要綱と人口政策確立要綱をめぐる
人脈・系譜の異同も気になるところである。
　第五章は，労働科学研究所旧蔵資料の活用に
よって同研究所の活動実態を明らかにする。そ
の特色は，何といっても敗戦直後に研究員（お
そらくほぼ全員）が戦時期の活動をまとめて暉
峻所長に提出した自省記録の考察にあるだろ
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う。この記録からは，研究員たちが自身の無力
を感じながらも，各種調査の実施や資料の集積
によって労働政策に科学的根拠を与える社会科
学部門に可能性を見出していたことが分かる。
また，戦時期に女子労働者の急増に対応して女
性研究員が現場で活躍していたことも垣間見え
る。こうした情報と戦時期に発行された『労働
科学研究所報告』などを比べると，語られるこ
とと語られないことの差異はあるのだろうか。
　第六章は，自身も医師であった衆議院議員・
加藤鐐五郎の日記をとおして医師会の利害と厚
生省の政策を調整する彼の姿を描き出す。戦時
期においては，帝国議会の議員などに行政事務
を補佐させるため，内閣及各省委員という制度
が政府に設置されていた。そのうちの厚生省委
員の一人が加藤であった。日記によると，加藤
は委員に任命されたことを「馬鹿にしてゐる」
と不快に感じていたが，やがて同委員の世話人
会を「厚生行政の最高懇談会」とまで評するよ
うになる。不満を漏らしながらも参加してみる
と意外に利用できてしまったところにこそ，業
界と役所を仲介する内閣及各省委員という制度
の妙味があったということだろう。
　第七章は，女性労働者の多様性に着目して，
戦時期の労働政策を考察する。女性の動員と一
口に言っても，法令に由来する性格の差異が
あったことに蒙が啓かれた。というのも，徴用
（国民徴用令）は国家総動員法第 4 条，勤労協力
（女子挺身勤労令）は同法第 5条などを根拠条
文としていた。徴用は現役女子工員の移動を制
限するため，勤労協力は生活に余裕があり，労
働の必要を感じない子女を動員するための政策
である。その差異が工場における女子事務員，
女子工員，女子挺身隊の賃金にも影響していっ
たのだった。総力戦下，女性の社会進出が進ん
だといった決まり文句で説明される女性労働の
内実は，そう単純ではなかったようである。　　　　　
　生活を扱う第三部は 3章から成る。第八章で
は，戦時期の経済統制遵法運動をとおして，法
学者と運動の齟齬が導き出される。経済統制の
拡大は統制法令違反の続発を現出させた。そこ
で 1941 年から 11 月 1 日の司法記念日を期して
司法省によって実施されたのが，遵法運動で
あった。運動に際して，民法学者・法社会学者
の川島武宜は遵法精神の阻害要因を日本社会の
義理人情に見出した。しかし，部落会・町内会
の常会を対象とする政府広報の記事や教化団体
の小冊子においては，社会の実情に配慮して
か，義理人情は闇取引の温床でもあるが，その
防波堤にもなるという認識が示される。このこ
とは，のちに川島が「市民社会派」として取り
組んだ戦後啓蒙の多難さも予感させる。
　第九章は，国家による戦時のインフレ抑制策
としての貯蓄奨励運動を検討する。租税をイン
フレ抑制に用いると，戦時利得者以外にも課税
が行われることで過重な負担を招く恐れがあ
る。それは，戦時体制への国民の貢献にいかに
報いるかという命題に向き合っていた大蔵省と
しては避けなければならない。日本ではケイン
ズが提唱した強制貯蓄こそ導入されなかった
が，実際の貯蓄奨励にあたっては給料に対する
貯蓄額の「標準」が示されていた（大蔵省昭和
財政史編集室編『昭和財政史 第 11 巻 金融
（下）』東洋経済新報社，1957 年）。その額の設
定とも，国民の貢献にいかに報いるかという問
題は無関係ではないだろう。
　第十章は，女性のパーマネントが敗戦まで広
がり続けた理由を問う。パーマネントによる髪
形は髷に頼らずに頭のボリュームを出し，洗髪
も楽にすることで女性を活動的にした。しか
し，戦時色が強まるなかで，パーマネントは国
民精神総動員運動の指導者たちや新聞などのメ
ディアによって奢侈の象徴として排斥される。
ところが，女性たちが配給の木炭を美容室に持
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参する形で木炭パーマが継続していった。当
然，こうした振る舞いは非難を浴びるのだが，
国家によるパーマネントの禁止にまでは至らな
い。この私的な領域を拘束できそうで，できな
い規範のなかでパーマネントをめぐる攻防は敗
戦まで続いていく。戦争末期の耐乏生活イメー
ジを相対化する論文としてもだが，読み物とし
ても面白かった。
　さいごに終章では，各章の総括をとおして，
「勤労」イデオロギーのもとでの労働と生活に
「強制でも自由でもない日本的「生活」」という
特徴が確認される。これは，「政治課題を自ら
のものとして受け止め，自発性でもって協力し
ていく精神態度」とも言い換えられる。さら
に，このような特徴は「貫戦史」という概念を
援用して，戦後，生活の合理化や民主化を目指
した新生活運動の特徴へとリンクされる。「貫
戦史」とは，戦後秩序の要素が戦前・戦中・戦
後を通じて形成・実現されたと理解しようとす
るものである（アンドルー・ゴードン「消費，
生活，娯楽の「貫戦史」」『岩波講座アジア・
太平洋戦争 6日常生活の中の総力戦』岩波書
店，2006 年）。
　この終章において，戦時期の日本の生活をあ
えて「日本的」と形容することにはどのような
意味があるのだろうか。すでに 1990 年代以降，
ファシズム型（ドイツ，イタリア，日本）とニュー
ディール型（アメリカ，イギリス，フランス）
の体制が，2度の世界大戦による社会の編成替
えを経験した総力戦体制の下位区分として位置
づけなおされている（山之内靖，ヴィクター・
コシュマン，成田龍一編『総力戦と現代化』柏
書房，1995 年）。また，「貫戦史」においてもミ
シンの消費史を追うことで，日本に特有と思わ
れている要素の多くが日本で作られたというよ
りも，グローバルな相互作用のなかで育まれた
といった結論が導き出されている（アンドルー・
ゴードン，大島かおり訳『ミシンと日本の近代
―消費者の創出』みすず書房，2013 年，初出
2012 年）。
　もちろん，同時代的に政策や生活のあり方が
日本だけに特別なものとして把握される場面
は，本書にもしばしば登場する。しかし，歴史
的な事象を同時代人が「日本的」と把握するこ
とと，現代の研究者が「日本的」と評価するこ
とは別の問題である。
　しかも，第三章で論じられたように，同時代
においても日本と他の国家を比較する視点は存
在していた。その対象は同盟国に限られず，敵
国にも及んでいた。例えば，太平洋戦争開戦後
の 1942 年に財団法人世界経済調査会は『英国
の労働事情』や『戦時英帝国の労働機構―附
米国及欧洲大陸』を刊行している。前者は
1940 年 5 月から 10 月にかけて国際労働局ロン
ドン支局において行われた調査の，後者は
1941 年 10 月にニューヨークで開かれた国際労
働会議の報告書の翻訳であった。どちらも奥付
の著作兼発行人には，第二章の主人公を務めた
鮎澤の名前がある。後者の「はしがき」では，
原書の概要が「今次大戦勃発から一九四一年夏
に至る官労資の協力態勢の展開を中心として検
討し」たものと紹介されている。これらの資料
の第一義は敵情を分析することにあった。そう
だとしても，こうした調査活動の延長線上にお
いて，「勤労」イデオロギーなどに対する総力
戦のさなかのグローバルな相互作用を想定して
よいはずである。
　ここまでみてきたように，本書はバラエティ
に富んだ各章によって構成されている。それ
は，著者たちの専門分野が異なることと合わせ
て，戦時期の労働と生活という主題が奥行きと
広がりをもっていることの証左でもある。だか
らこそ，「勤労」イデオロギーのもとでの労働
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と生活のあり方は，日本のナショナルな語りに
回収されることなく，同時代の国家の枠を越え
た固有性と普遍性の文脈のなかで理解できるも
のなのではないだろうか。
（法政大学大原社会問題研究所／榎一江編著
『戦時期の労働と生活』法政大学出版局，2018
年 3 月，331 ＋ⅵ頁，定価 4,800 円＋税）
〔付記〕本稿は，法政大学大原社会問題研究所
月例研究会（2018 年 4 月 28 日，於・法政大学
市ヶ谷キャンパス）における報告をもととして
いる。
（かんだ・あきふみ　北海学園大学法学部准教授）
